
令和６年第２回取手市議会定例会議事日程（第５号）

令和６年６月１０日（月）午前１０時開議

日程第１ 議案第３９号 取手市税条例の一部を改正する条例について

議案第４０号 取手市地域包括支援センターの運営及び職員等に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例について

議案第４１号 取手市立こども発達センターの設置及び管理に関する条

例の一部を改正する条例について

議案第４２号 取手市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例について

日程第２ 議案第４３号 取手市放課後子どもクラブの設置及び管理に関する条例

の一部を改正する条例について

議案第４４号 茨城県後期高齢者医療広域連合規約の変更について

議案第４５号 市道路線の認定について

議案第４６号 市道路線の変更について

議案第４７号 市道路線の廃止について

日程第３ 議案第５４号 令和６年度取手市一般会計補正予算（第３号）

日程第４ 意 見 書 案

第 ２ 号

介護保険制度における訪問介護の基本報酬減額を早急に

見直すことを求める意見書について

日程第５ 休会の件



議 案 付 託 表

令和６年第２回定例会

○総務文教常任委員会

〇福祉厚生常任委員会

〇建設経済常任委員会

事件 の 番 号 件 名

議案第３９号 取手市税条例の一部を改正する条例について

議案第４３号 取手市放課後子どもクラブの設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例について

議案第５４号 令和６年度取手市一般会計補正予算（第３号）（所管事項）

事件 の 番 号 件 名

議案第４０号 取手市地域包括支援センターの運営及び職員等に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例について

議案第４１号 取手市立こども発達センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例について

議案第４２号 取手市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例について

議案第４４号 茨城県後期高齢者医療広域連合規約の変更について

議案第５４号 令和６年度取手市一般会計補正予算（第３号）（所管事項）

事件 の 番 号 件 名

議案第４５号 市道路線の認定について

議案第４６号 市道路線の変更について

議案第４７号 市道路線の廃止について

議案第５４号 令和６年度取手市一般会計補正予算（第３号）（所管事項）



議案第５４号 令和６年度取手市一般会計補正予算（第３号）

質疑通告一覧表

令和６年第２回定例会

質疑

順位
質疑者 質疑事項 質疑要旨

議案書の

ページ

１ 小 堤 修

議 員

こども政策プロモーシ

ョン業務委託料につい

て

１ 作成内容

２ 活用方法

３ 動画の完成時期と運用期間

P11

道路橋りょう災害復旧

に関する経費について

１ 災害復旧工事をする土砂崩れ現場

２ 工事内容

３ 工事完了時期

P18

２ 根岸裕美子

議 員

教育相談に要する経費

について

１ 不登校対応支援員配置の目的・意義 P15



意見書案第２号

介護保険制度における訪問介護の基本報酬減額を早急に見直すことを求める意見書について

上記の意見書案を別紙のとおり、会議規則第１４条第１項の規定により提出する。

令和６年６月１０日

取手市議会議長

岩 澤 信 殿

提出者 取手市議会議員 根 岸 裕美子

〃 〃 細 谷 典 男

〃 〃 加 増 充 子



介護保険制度における訪問介護の基本報酬減額を早急に見直すことを求める意見書（案）

日本の介護保険制度は、限られた施設と家庭にお任せだった介護を社会全体で支える、いわゆる

「介護の社会化」を目指して2000年に始まりました。その基本的な考え方は「住み慣れた地域で介

護を受けられる」在宅介護であり、訪問介護を柱として制度が設計されました。

しかし、このたびの「令和６年度介護報酬改定」では介護報酬全体で1.59％増の改定が行われる

中、訪問介護の報酬だけは身体介護、生活援助、通院等乗降介助の全ての業務で減額となりました。

この減額改定は、「令和５年度介護事業経営実態調査」で訪問介護事業所の利益率が7.8％と他の

事業形態と比較して突出して高かったことが根拠とされています。

しかし、調査対象になった訪問介護事業所のうち回答したのは半数以下の42％程度であり、調査

に答える余裕すらない事業所が多い状況であることがうかがえます。しかも、回答した事業所のう

ち36％は赤字です。

さらに、この高い利益率は、サービス付き高齢者向け住宅（サ高住）と同一の敷地内にあり短時

間で効率よく訪問できる事業所や、介護サービス従事者が常勤換算で1,000名を超える大規模事業

所等、比較的経営状態が良い事業所の回答が含まれており、平均を押し上げていると考えられます。

過疎地を含め、地域の一軒一軒を訪問してサービスを提供する小規模な「まちの介護事業所」によ

る訪問介護・在宅介護の実態を反映した数値とは、とても言えません。

厚生労働省は、様々な加算を取得すれば報酬アップにつながると説明していますが、現場からは

加算の条件が小規模事業所には厳しく、また加算の申請手続の事務負担が重いため、申請を諦めて

いるという声もあり、報酬アップにはつながらない現状です。

加算ではなく、小規模訪問介護事業所が継続的に経営できる基本報酬の増額が必要です。小規模

の訪問介護事業所のサービスを受けて、今まで何とか自宅で過ごせていた人が施設に入らざるを得

なくなる、あるいは家族が介護離職して在宅介護しなければならない事態に逆戻りしてしまいます。

介護の社会化を支えている地域の訪問介護事業所が安定して経営していける仕組みにしていく必要

があり、今回の訪問介護報酬減額を早急に見直すべきです。よって、下記の事項を求めます。

記

１ 訪問介護報酬減額を早急に見直すこと。

以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

令和６年 月 日

茨城県取手市議会

【提出先】衆議院議長 参議院議長 内閣総理大臣 財務大臣 厚生労働大臣


